チャランケ通信　第54号　2014年3月10日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　ソチパラリンピック開催へ、何とも不気味なクリミヤ半島情勢
ソチオリンピックが終わったのも束の間、今度はソチパラリンピックの開催となった。開会式が終わったと思いきや、すぐに日本の狩野亮選手が滑降の金メダルを獲得し、銅メダルもすでに二人が獲得するなど大活躍をし始めている。どんな結果が出るのか今から楽しみではあるが、何とも単純に喜んでばかりおれなくなっている。

　というのも、ソチとは同じ黒海に面したウクライナ共和国のクリミヤ自治共和国では、ウクライナの新政権に対抗してロシア側がクリミヤのロシアへの併合の動きを見せ、ロシア軍が続々と集結・駐留し始めている。ウクライナとロシアとの戦闘が、一触即発の危険性を秘めており、ソチのパラリンピックの開催も危うくなるのではないか、と思われたのだが、焦点のウクライナもパラリンピックに参加をし、何とか開催に漕ぎ着けたようだ。
　16日にはクリミアの帰属で住民投票、ロシアの軍事圧力に欧米は制裁発動へ、はてさて日本はどうするのか
　クリミヤ半島には、ロシアが租借しているセバストポリ軍港もあり、クリミヤ自治共和国は16日に住民投票でロシアへの帰属を決めたい意向のようだが、ウクライナは全国レベルでの投票でなければ認められない、と批判をしている。また、今年6月にはG8がソチで開催される予定になっているものの、アメリカやＥＵなどはロシアの軍事的な攻勢に批判を強めており、オバマ大統領は経済制裁を発動するなど、米ソの冷戦時代を髣髴させる動きになりつつある。

　日本の安倍政権は、当面はアメリカなどと同調して、ロシアのウクライナへの干渉に対して批判的立場を取ってはいるものの、日ロ関係が好転し始めているだけに対応に苦慮しているのが実情である。谷内国家安全保障会議事務局長をロシアに派遣して日本側の見解を伝える意向のようだが、今後どのように展開するのか、ウクライナとロシアとの対立から目が離せなくなってきた。日本にとって、北方領土の返還問題もあり、簡単にアメリカなどに同調することにはならないことは言うまでもあるまい。とはいえ、日米同盟関係もあり、ここが思案のしどころなのかもしれない。
　ケネディ大使、NHKの「クローズアップ現代」に出演へ
　日米関係と言えば、安倍総理の靖国神社への参拝問題や一連の歴史認識問題もあり、さらにNHK会長や経営委員の発言によってキャロライン・ケネディ駐日アメリカ大使が、NHKとのインタビューができなくなっていたのだが、3月6日の「クローズアップ現代」の番組に出演することで、ようやく解決したようだ。30分足らずの短い番組ではあったが、国谷キャスターは靖国問題やNHK会長・経営委員の発言などに対してどう感じておられるのか、単刀直入に質問していたのだが、そこはケネディ大使、問題を前向きに解釈して日米同盟を強化発展させることを明言され、無事うまく収まりがついた形になったと言えよう。
それよりも着任して以降、東日本大震災の傷跡の残る東北地方や被爆地長崎での原爆被爆者との懇談、さらには沖縄の辺野古移転問題の視察など、重要な問題について自分の目で見、耳で聞いて確かめておられる姿には、正直好感が持てた。今後も、日米の友好親善だけでなく、より深い信頼関係を築いていくために努力をお願いしたいものである。もっとも、そのためには日本側の努力を必要としていることは言うまでもないのだが‥‥。
安倍政権、集団的自衛権問題が政界再編成の起爆剤になるのか
　その日米関係で言えば、靖国参拝問題を始めとする歴史認識の問題から、集団的自衛権の解釈を内閣の閣議で変えることを明言することにより、自民党の内部にも、総理の決断だけで憲法の解釈が変更可能になることに批判が強まり始めている。さらに、連立を組んでいる公明党としても、集団的自衛権の問題は「平和と福祉の党」と言う結党の精神からしても、到底認められないと言う意見が強い。となると、4月と言われている「安保法制懇」の報告書が出され、7月頃には政府が集団的自衛権に関する憲法解釈の見直しを閣議決定し、秋の臨時国会で関係法案の改正案提出と言う流れが予想される中で、連立の組み替えを模索することも予想され始めている。みんなの党や維新の会は、安倍政権与党になる意欲を強く持っていると言われ、公明党の立ち位置がどうなるのか、予断を許さなくなってくることも在り得るのだ。集団的自衛権から憲法改正へと、この政権はナショナリズムを前面に出し始めていることにたいして、われわれは最大限の注意を持って警戒し続けていく必要がある。
　ビットコイン問題、日本政府は貨幣や金融商品として認めず
　経済の面で興味深い出来事が起きている。ビットコインといわれるインターネット上の仮想「通貨」が誕生し、その取引所の一つであるマウントゴックスが取引停止になるなど、波紋を呼んでいる。日本国政府は3月7日、「ビットコイン」に対する初の公式見解を発表し、「貨幣」「金融商品」ではないことを明確にした。背景には、国家や中央銀行の信用で生まれたわけではないので、貨幣とは言えないとし、ただビットコインを使って利益を上げることも可能なわけで、課税の対象にはなるとしている。ただ、匿名性が強められており、誰がどれだけの取り引きをしたのか不明なため実態がつかめないわけで、マネーロンダリングに使われることも在り得るとして規制の対象にされる可能性が高い。
　すでに中国やロシアでは禁止されているし、アメリカやイギリスでは存在は黙認し課税の対象にもならないようだが、ここはＥＵの通貨取引税との関係があるのだろうか。フランスやドイツの動きが気になるところだ。
　ビットコインは今の金融政策に対するアンチテーゼになる可能性

　早稲田大学岩村教授の見解
　問題は、まだまだこのビットコインなるものがどのように評価されるべきなのか、明確になっていない事だろう。早稲田大学の岩村教授は2月26日付け日本経済新聞電子版のインタビューの中で、今後の規制や利用者の保護について次のように捉えている。
　　「私は規制も利用者保護も必要無いと考えています。円やドルのような信用貨幣の場合、その価値は国家の財政状況や中央銀行の政策に左右されていますから、自己責任では対応しようがありません。そうなると、保有者を保護しなければいけないという考え方もわかりますが、仮想通貨はそうではありません。通貨間、取引所間で自由競争が起きれば、問題あるものは淘汰されていきます。これは健全なことです。もともと、ビットコインは政府や中央銀行に支配されていないことが支持されてきたわけです。仮想通貨の仕組みも理解せず、注目されているからと言って手を出した人が損出を被るのは自分の責任です。」

　さらに、このビットコインの歴史的な意味について、

　　「中央銀行の仕事は、本来、自分の国の通貨の価値を上げることにあり、戦後のブレトンウッズ体制も通貨価値の維持に主眼が置かれてきました。しかし、リーマン・ショック以降の未曾有の金融緩和は、通貨をジャブジャブにあふれさせて価値を下げることを目指しています。ビットコインはこうした通貨体制の変質に対するアンチテーゼのようなものではないかと感じています。ビットコインの存在は、今の通貨がどんな問題を抱えているかを映していると言えます。はじめは際物のように思っていましたが、このごろは重要なテーマだと思うようになりました。海外の学会などではビットコインについての論文があふれていますね。」
　野口悠紀夫氏も「支払い手段として革命的な物」と評価へ
　また、野口悠紀夫氏は最新のダイヤモンドオンライン（第1回～第３回）の中で、次のように指摘していることも見ておくべきだろう。

　　「…ビットコインは、支払い手段として革命的なものである。（中略）それ（ビットコインを使った支払い手段）が何をもたらすか‥‥（中略）、一言で言えば、社会の根底を揺るがすような変化が生じうる。銀行の決済システムはほとんど不要になる。また、日銀券もほとんど不要になる。中央銀行は不必要になるかもしれない。遠隔地（国境を超えることはもちろん可能）への送金が極めて低コストになることによって、これまでは不可能であったさまざまな活動が可能になる。」（2014年2月20日第1回より）
　果たして、野口氏が指摘するまでの変化が起きるのかどうか、いささか疑問ではあるが、とにかくビットコインが今後どのように発展していけるのか、まだ始まったばかりで政府がどうとらえようと、先ずは事態の正確な推移を見ていく以外にない。面白いものが次から次へと生み出されてくる時代になったのかもしれない。情報化時代とは、そんな時代なのだろう。
 シリーズ消費税論議の顚末（その９）
前号で、社会保障改革に関する有識者検討委員会が内閣官房の下に設置され、宮本座長、駒村副座長、井伊雅子委員、土居丈朗委員、大沢真理臨時構成員の５名でスタートすることになったところまでであったが、その確定は順調には決まらなかったことを指摘しておいた。座長の宮本太郎北大教授と副座長の駒村康平慶応義塾大学教授までは決まっていたようだ。ようだ、というのはこの委員会は古川元久内閣官房副長官の下で企画されていたもので、最初に主要なメンバーが集まった際には、すでに座長と副座長は内定していたのだ。１０月２１日の午後、古川副長官室に古川副長官、宮本太郎教授、駒村康平教授と中村秀一事務局長、佐々木官房副長官補、香取厚生労働審議官、それに小生が集まり委員の人選を協議したのだ。
一度決まった人選が変えられたりして、すっきりしないスタートへ
　そこで、あまり人数は多くしないで５名ぐらいにして、若手の研究者を中心にしよう、と言うことで人選に入ったのだが、女性枠と言うことで井伊雅子一橋大学教授は比較的すんなり決まったのだが、民主党政権に対して厳しい批判を展開しておられた慶応義塾大学の権丈教授も、一度はメンバーに選定で合意されたはずなのだが、一応選定し終えて自分が席を離れた直後に色々とあったようで(このあたりの詳細にはタッチしていないので不明)、電話で変えて欲しいとの連絡が入ってきた。また、大沢真理東大教授も臨時的な枠と言うことで、結果として大変失礼な形になってしまったのだ。大沢教授は、臨時委員とはいえ、5回のうち4回も会合に出席され、積極的に発言されていた。さらに、一番意識したのは、あまり各種審議会に出席される機会が多い先生ではないようにしたらどうか、と言うことで色々とやり取りをしたのであるが、結果として新しい政権の下での検討委員会としては、表現が良くないのだが、あまり代わり映えすることのないメンバーとしてスタートせざるを得なかった。
　きちんとした議事録を作成すべきだったと反省
　それと同時に、今にして悔やまれるのは、委員会の運営にあたって公開まではいかなくても、正確な議事録を作成し資料と共に公開していくべきだったことであろう。資料はともかく、議事要旨だけの公開となってしまった。ただこの有識者検討委員会は、福田内閣時代の「社会保障国民会議」、麻生内閣時代の「安心社会実現会議」を継承していくものと自分なりに考えていただけに、それほど多くの時間とエネルギーをかける必要が無いのではないか、と言う意識が強かったように思われる。
　それ以上に、事務局メンバーの間では、民主党に設置された「税と社会保障の抜本改革調査会」の動きが心配となっており、党内の基本的な立場が一致していない事の矛盾が徐々に露呈され始めてきた。とはいえ、１２月に入ると「政府・与党社会保障改革検討本部」に報告され、民主党の「税と社会保障の抜本改革調査会」も含めて、やがて「社会保障改革に関する集中検討会議」の場で、消費税の引き上げと社会保障の年金・医療・介護・少子化対策についての方向性のとりまとめが進められていくことになる。
その前に、政界に新しい動きが出てきていた。それは、自民党から「立ち上がれ日本」が分裂し、与謝野馨氏らが民主党との連立の動きを示してくる。結果的には、この連立の動きはとん挫し、一人与謝野氏だけが菅内閣の社会保障・税一体改革担当大臣として入閣することとなる。
与謝野代議士と9月末に会ったメモが、でも記憶では菅政権の担当大臣になられてからなのだが・・・。
　自分の記憶の中には、会ったという記憶はないのだが、2010年9月30日午前11時半に与謝野馨代議士と面談している、とメモに残っている。「今後自民党との連携の芽は出してある、引き続き電話などで連絡を取りたい」とメモしている。あった場所は未定であるが、自分も一度四谷三丁目の事務所を訪ねてお会いしたことがあり、その時の事なのだろうか。それは年もあけ、菅政権の社会保障・税一体改革担当大臣になられた直後のことだと記憶していたのだが・・・。人の記憶と言うのはなかなか不確かなものが多いものだが、9月30日と言う日時はメモ帳に記載してあるので、案外正確なものなのかもしれない。この菅総理の意表を突く人事には、消費税の引き上げと社会保障改革を連動させたいという与謝野さんの強い思いが表れているのだと思う。最近、『全身がん政治家』(2012年6月文芸春秋刊)と言う与謝野さんが書かれた著書を読んで、39歳から4度も癌を乗り越えてこられた執念を思い出させてくれたのだ。
ただ、社会保障・税一体改革担当大臣の人事について、政府の事務局長役をしていた自分には一切何も事前に知らされていなかったし、任命された後も事後報告はなかった。残念なことの一つであった。
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